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1.  22年3月期の連結業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 25,588 △16.1 1,045 72.9 1,202 801.5 744 ―
21年3月期 30,497 △0.9 604 △54.0 133 △89.8 △722 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 59.65 59.54 7.7 5.4 4.1
21年3月期 △57.89 ― △7.0 0.6 2.0

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  0百万円 21年3月期  11百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 23,283 11,257 43.2 802.73
21年3月期 21,614 10,333 42.6 738.20

（参考） 自己資本   22年3月期  10,052百万円 21年3月期  9,207百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 1,829 △452 △1,115 5,179
21年3月期 348 △926 1,331 4,870

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― 6.00 ― 4.00 10.00 124 ― 1.2
22年3月期 ― 2.00 ― 3.00 5.00 62 8.4 0.6
23年3月期 

（予想） ― 3.00 ― 3.00 6.00 9.4

3.  23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

13,900 28.4 550 377.9 500 182.9 380 491.3 30.34

通期 29,000 13.3 1,200 14.7 1,200 △0.2 800 7.4 63.88
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有  

(注) 詳細は、６ページ「企業集団の状況」をご覧ください。 

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(注) 詳細は、20ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

(注) １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、33ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 1社 （社名 欧南芭(香港)有限公司 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 12,558,251株 21年3月期 12,518,251株
② 期末自己株式数 22年3月期  35,458株 21年3月期  45,230株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年3月期の個別業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 16,437 △8.3 325 11.5 356 △11.0 116 ―
21年3月期 17,926 △8.1 291 △54.7 400 △48.6 △772 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年3月期 9.31 9.29
21年3月期 △61.95 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 18,223 8,335 45.7 665.66
21年3月期 15,847 8,227 51.9 659.59

（参考） 自己資本 22年3月期  8,335百万円 21年3月期  8,227百万円

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、４ページ「１ 経営成績 (1)経営成績に関する分析」をご覧くださ
い。 
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①当連結会計年度の経営成績 

 
  
当連結会計年度における日本経済は、平成20年後半の世界金融危機の影響から需要が落ち込み、厳し

い経済情勢でありましたが、各国の景気対策効果により景気回復の傾向が続く状況になっております。
一方、日本経済は、民間需要の自立的な回復はなお弱いものの、海外の経済情勢の改善や各種景気対

策の効果により持ち直しつつあります。 
当社グループにおきましては、関連業界における需要の減少と販売価格の下落の影響により、日本国

内、海外ともに売上が前年より減少しました。このような状況の中で、当社グループは、生産量に見合
う生産体制への移行、価格競争力のある拠点へ生産を集中する等の施策を行ってきました。 
その結果、当連結会計年度の連結業績につきましては、売上高は25,588百万円（前連結会計年度比

16.1％減）と前年を大きく下回る結果となりましたが、営業利益は1,045百万円（前連結会計年度比
72.9％増）、経常利益1,202百万円（前連結会計年度比801.5％増）となり、当期純利益は744百万円
（前連結会計年度 当期純損失722百万円）を計上することができました。 
  

・市場分野別業績の状況 

民生用部門 

当該部門は、テレビ、冷蔵庫、エアコン等の家庭用電化製品向けのワイヤーハーネスであります。 
当連結会計年度においては、当社の主力商品の薄型テレビ用ワイヤーハーネスが販売価格下落の影響

により販売額が減少したことに加え、欧州・中国において白物家電用ワイヤーハーネスの販売が減少し
たことにより、当部門の売上高は9,106百万円と前連結会計年度比23.8％の減少となりました。 
  

産業用部門 

当該部門は、太陽光発電配線ユニット及び「産業用」、「業務用」及び「生産財一般」で環境、安
全、省力、健康、医療、娯楽、特殊機器向けのワイヤーハーネスとその治工具関係が含まれておりま
す。 
当連結会計年度においては、日本国内の工作機械用ワイヤーハーネス及びアミューズメント機器向け

ワイヤーハーネスの販売が前連結会計年度より減少しましたが、太陽光発電配線ユニットの販売が日本
国内において政策効果により増加しました。その結果、当部門の売上高は11,238百万円となり、前連結
会計年度比3.7％の増加となりました。 
  

情報通信・事務機器部門 
当該部門はコンピューター及び周辺関連機器、事務ＯＡ機器及び通信機器用のワイヤーハーネス、イ

ンターフェースケーブル等のワイヤーハーネスが主体であります。 
当連結会計年度においては、主に中国、東南アジアにおいて日系メーカー向けの複写機及びプリンタ

ー用ワイヤーハーネスの販売が減少したことにより、当部門の売上高は1,748百万円となり、前連結会
計年度比34.0％の減少となりました。 
  

電子・電気機器用部品部門 
当該部門は、主として自動車に搭載される付属品に使用されるワイヤーハーネスとパーツメーカー向

けワイヤーハーネスなどであります。 
当連結会計年度においては、自動車メーカーの減産の影響により車載部品用ワイヤーハーネスの販売

が減少しました。年後半からパーツメーカー向けの販売が増加したものの、当部門の売上高は1,549百
万円と、前連結会計年度比19.4％の減少となりました。 
  

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

前   期 
  

(平成21年３月期)

当   期
  

(平成22年３月期)

増 減 率
  

   (％)

売上高 30,497 25,588 △16.1

営業利益 604 1,045 72.9

経常利益 133 1,202 801.5

当期純利益又は
当期純損失
（△）

△722 744 ―
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電線・ケーブル部門 
当該部門は汎用電線、情報・通信・計装用コントロールケーブル及びその他特殊ケーブルでありま

す。 
当連結会計年度においては、日本国内の設備投資、住宅投資の需要減少により汎用電線等の販売が減

少しました結果、当部門の売上高は1,945百万円と前連結会計年度比37.9％の減少となりました。 
  

・所在地別セグメント業績の状況 

日本の売上高は、13,263百万円となり、前連結会計年度に比べて818百万円の減少となりましたが、
営業利益は313百万円（前連結会計年度比179百万円増）となりました。当該所在地は太陽光発電配線ユ
ニットの販売が増加しましたが、電線・ケーブル、工作機械用ワイヤーハーネス、情報通信・事務機器
用ワイヤーハーネスの販売が減少しました。前連結会計年度に生じた銅価格の急落の影響がなくなり、
営業利益は増加しました。 
  
ヨーロッパの売上高は、3,529百万円となり、前連結会計年度に比べて1,843百万円減少しました。薄

型テレビ用ワイヤーハーネス及び太陽光モジュールの販売減少が要因となっております。これにより営
業利益は281百万円（前連結会計年度比129百万円減）となりました。 
  
北米の売上高は、4,729百万円となり、前連結会計年度に比べて534百万円増加しました。主に太陽光

発電配線ユニットの販売が増加したことにより、営業利益は230百万円(前連結会計年度比91百万円増)
となりました。 
  
アジア（日本を除く）の売上高は、4,065百万円となり、前連結会計年度に比べて2,781百万円減少し

ました。主に薄型テレビ用ワイヤーハーネス、情報通信・事務機器用ワイヤーハーネスの販売が減少し
たことが要因であります。営業利益は、受注減少の状況に対応して生産体制の見直しを行ったこと及び
前連結会計年度に生じた材料の評価損の影響が少なくなったことにより282百万円(前連結会計年度営業
損失93百万円)となりました。 
  

②次期の見通し 

平成22年度の世界経済は、総じて穏やかな回復基調にあるものの、商品市況、為替動向等先行きが不
透明な部分も多く予断を許さない状況にあります。当社グループを取り巻く経営環境も当面、厳しい状
況が続くものと考えております。 
当社グループとしましては、もの作りにおけるムダの排除、流通費用の削減、購入材料のコストダウ

ン等の諸施策を推し進め、この厳しい状況を乗り切る所存であります。 
  
通期の業績見通しは次のとおりであります。 
  
・連結業績の見通し 

売上高   29,000百万円(前連結会計年度比  13.3％増) 

営業利益   1,200百万円(前連結会計年度比  14.7％増) 

経常利益   1,200百万円(前連結会計年度比   0.2％減) 

当期純利益   800百万円(前連結会計年度比   7.4％増) 
  

上記の業績見通しには現時点での将来に関する前提・見通しに基づく予測が含まれております。従っ
て見通しには世界経済・為替動向等の不確定要因により実際の業績はこれらの見通しと異なる場合があ
ることをご承知おきください。なお、為替相場につきましては、米ドルの期中平均レートを90円と想定
しております。 
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①資産、負債、純資産の状況 

資産合計は、23,283百万円（前連結会計年度末比1,668百万円増）となりました。売上増加に伴う受
取手形及び売掛金の増加1,276百万円、投資有価証券の増加304百万円が主な内容であります。 
負債合計は、12,026百万円（前連結会計年度末比744百万円増）となりました。売上増加に伴う支払

手形及び買掛金の増加1,665百万円、借入金の減少1,025百万円が主な内容であります。 
純資産合計は、11,257百万円（前連結会計年度末比924百万円増）となりました。主な増減内容は、

利益剰余金の増加666百万円であります。 
  

②キャッシュ・フローの状況 
当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は5,179百万円となり、前連

結会計年度末に比べて309百万円の増加となりました。 
  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 
当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度348百万円に対し、

1,829百万円となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益1,169百万円、減価償却費607百万円
によるものであります。 

  
(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度のマイナス926百万
円に対し、マイナス452百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得及び投資有価証券の取
得によるものであります。 

  
(財務活動によるキャッシュ・フロー) 
当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度の1,331百万円に対

し、マイナス1,115百万円となりました。これは主に、短期借入金及び長期借入金の減少によるもので
あります。 

  
なお、キャッシュ・フロー関連指標の推移は下記のとおりです。 

 
(注)１．各指標はいずれも連結ベースの財務数値を用いて以下の算式により算出しております。 

自己資本比率           ：自己資本/総資産 

時価ベースの自己資本比率     ：株式時価総額/総資産 

債務償還年数           ：有利子負債/営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ・フロー/利払い 

２．株式時価総額は、期末株価終値×自己株式控除後の期末発行済株式数により算出しております。

  

当社は、株主各位に対する利益還元が企業として最重要課題の一つであることを常に認識し、財務体
質と経営基盤の強化を図るとともに、株主各位に対し安定的な利益還元を行うことを基本としておりま
す。また、内部留保資金につきましては、長期的な視野に立った新製品、新技術などへの研究開発投資
や生産性向上のための設備投資に充当し、企業体質の強化、企業価値の増大を図ってまいります。 
 配当につきましては、定款に基づき取締役会で決議させていただきます。 
 当期につきましては、平成22年６月８日に一株につき普通配当３円の期末配当を予定しております。
この結果、当期の年間配当金は中間配当金２円と合わせ、一株当たり５円となります。また、引き続
き、３月末の株主に対し株主優待を実施いたしております。 
 次期の配当金は、上記基本方針に基づき、現在の厳しい経営環境と次期の業績を考慮の上、中間配当
３円、期末配当３円、合計６円とさせていただく予定です。 

  

(2) 財政状態に関する分析

平成 20 年 ３月期 平成 21 年 ３月期 平成 22 年 ３月期

自己資本比率 : ％ 44.6 42.6 43.2

時価ベースの自己資本比率 : ％ 27.1 12.3 28.5

債務償還年数 : 年 4.2 18.0 2.9

インタレスト・カバレッジ・レシオ 11.2 3.0 18.5

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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 当企業集団が営んでいる主な事業内容と各会社の当該事業に係わる位置づけは次のとおりであります。な

お、電線・ケーブル、ワイヤーハーネス、太陽光発電配線ユニットのいずれの製品も同様の商流でありま

す。 

  

・連結財務諸表提出会社であるオーナンバ（株）と連結子会社であるアスレ電器（株）は専ら製品の加工

を国内連結子会社及び海外連結子会社に委託し、仕入れた製品を国内の得意先に販売しております。 

・販売・製造の機能を併せ持つ海外連結子会社及び持分法適用関連会社は、自社で製造した製品及び海外

連結子会社より仕入れた製品を海外の得意先に販売しております。 

・欧南芭（香港）有限公司は、平成21年９月をもって清算結了したため、連結の範囲より除外しておりま

す。 

  

以上に述べた事項の概要図は次のとおりであります。 

平成22年３月31日現在

 

2. 企業集団の状況
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当社グループは、 

１．我々は常に革新を起こし特徴ある価値の創造により世界に貢献する 

２．我々は常に世界的視野にたって事業を推進する 

３．我々は常に世界のお客様の満足のため環境重視、品質至上、スピードある行動を実践する 

を経営理念としています。 

 当社グループのコアビジネスの一つである電子機器用ワイヤーハーネスにつきましては、生産技術力

を生かした独自のものづくりで、少品種大量生産はもとより多品種少量、短納期に応えられる生産体制

を構築し、顧客の立場に立ったソリューション型提案営業を展開しております。また、同様にコアビジ

ネスの一つである太陽光発電配線ユニットの生産・販売につきましては、環境に配慮したクリーンエネ

ルギーの世界的な需要の増加に応えるべく、日系メーカーのみならず、海外メーカーへの供給を拡大す

べく取り組んでいます。そのために、全世界に展開しているグローバルネットワーク（9カ国13拠点）

の更なる強化充実をはかり、世界のお客様に貢献できる体制を構築してまいります。 

  

当社は事業領域の拡大と収益確保による企業の成長が重要と認識しています。このため、ステークホ

ルダーへの利益還元の視点よりＲＯＥを念頭に置いて、売上高、営業利益率及び総資本営業利益率の三

つの指標を中心に考えていきます。 

  

当社グループは、現行の中期経営計画（最終年度2011年3月期：売上高400億円、営業利益27億円）に

基づき経営してまいりましたが、2008年後半の世界的な金融危機を背景にした急激な景気後退により、

当社グループ業績に大きな影響を与えてきております。つきましては、現時点では中期的な事業展開を

見通すことが困難なことから、中期計画の見直しを実施しておりません。見直した段階で開示させて頂

く予定であります。 

  

平成22年度の世界経済は、総じて穏やかな回復基調にあるものの、商品市況、為替動向等、先行きが

不透明な部分も多く予断を許さない状況にあります。当社グループを取り巻く経営環境も当面、厳しい

状況が続くものと考えております。 

 当社グループとしましては、もの作りにおけるムダの排除、流通費用の削減、購入材料のコストダウ

ン等の諸施策を推し進め、この厳しい状況を乗り切る所存であります。 

 当社グループは顧客重視の視点に立ち、徹底した「差異化」の推進と環境重視の経営の積極的な展開

を図り、グローバルレベルで戦える企業集団への変革を目指します。 

  

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

(4) 会社の対処すべき課題
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